











of Fixed Asset Tax on Land
前　田　高　志
In principle, the amount of fixed asset tax on land is calculated
by multiplying the tax base by the tax rate. Under local tax law, the
tax base is designed to be equal to the valuation amount of an asset.
However, the actual formula for land assets is more complicated. This
is because the tax base of land is subject to the the burden adjustment
measure. The burden adjustment measure has been introduced to ensure
fair taxation (equality in taxation) and ease the burden of taxpayers.
So far, it has functioned to meet these objectives. On the other hand,
it brought institutional complexity and it is difficult for taxpayers to
understand how it works. In this paper, I would like to discuss how to





Keywords：Fixed asset tax, Equity in taxation, Equalization of tax burden,
Assessment of land value, Tax base, Special treatment for resi-
dential land, Burden adjustment, Burden level, Abatement of tax























































































・基準年度とは、昭和 31年度及び昭和 33年度並びに昭和 33（1968）年度か
ら起算して 3年度または 3の倍数の年度を経過したごとの年度をいう。ま




































2) 昭和 38 年 12 月 25 日自治省告示第 158 号、最終改正：平成 30 年 7 月 2 日総務省告示第
229 号。
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うち、面積が 200m2 以下の住宅用地（小規模住宅用地）の場合は、価格の 6








































出所）総務省自治税務局固定資産税課（2016）「固定資産税制度について」（平成 28 年 8 月）p.14
掲載の図を転載。https://www.soumu.go.jp/main content/000448731.pdf（2020 年 3
月 10 日閲覧）
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図 2 　宅地等に対する固定資産税の課税の仕組み（平成 30 年度～令和 2 年度）
出所）資産評価システム研究センター『地方税における資産課税のあり方に関する調査研究─所有者
の実態が不明な土地・家屋に係る固定資産税における現状と課題─　─令和 3 年度評価替えに










価額のそれぞれ 6分の 1（評価額の 16.7%）と 3分の 1（評価額の 33.3%）が
引上げの到達目標となる。負担水準が小規模住宅用地において 16.7%、一般住
宅用地において 33.3%を超える場合は、それぞれ評価替え初年度に課税標準額
















































































































































































































向けた負担調整措置等のあり方─』（令和 2 年 3 月）、（一財）資産評価システム研究センター、
p.56 掲載の図を転載。原資料は総務省自治税務局固定資産税課作成。
以上、宅地等に係る負担調整措置の推移についてみてきた。負担調整措置は





























般住宅用地が 16.9%（課税標準額の上限は 33.3%）、商業地等は 46.3%（課税
標準額の上限は 70%）であった。いずれも課税標準額の上限を大きく下回っ
ている。しかし、その後、いずれの土地についても負担水準は上昇を続け、令




注 1）負担水準＝前年度課税標準額／当該年度評価見込額 （小規模住宅用地は 1/6、一般住宅用地
は 1/6 の特例率逗用）。
注 2）平成 24 年度は岩手県、宮城県、福島県について調査が行われていないため、前年度調査結果
に基づく計算値が使用されている。





























まず小規模住宅用地について表 3をみると、平成 9（1997）年度は 40%以上
80%未満の土地の割合が最も多く、64.5%を占めている。次に多いのは 20%以
上 40%未満の土地で 20.2%である。他方、据置特例の対象のゾーン（当時）と












20%以上 40%未満の土地は 2.6%に大幅に減り、80%以上 100%以下の土地が
39.6%に大きく増えている。そして、平成 21（2009）年度になると、80%以上
100%以下の土地の割合が 85.5%となり、以降、このレンジは平成 27（2015）






特例の対象土地の割合は、平成 9年度は 30.9%に過ぎないが、平成 15年度は






注 2）平成 9 年度は据置特例の対象（据置ゾーン）が負担水準 60%以上 80%以下であったが、平














負担水準の高い地域で山口県の 55.9%、大阪府の 54.6%、東京都の 54.2%か
ら、低い地域で沖縄県の 19.7%、千葉県の 28.7%、徳島県の 32.3%などと、都
道府県間の負担水準の格差が大きい。しかし、令和 2年度になると、東京都
（59.1%）を除き、それ以外の 46道府県の負担水準はすべて 60%以上 70%以
下の据置特例の対象ゾーンに入っている。このように、現行の負担調整措置は
地域間の負担の均衡化にも効果を発揮しているのである。




向けた負担調整措置等のあり方―』（令和 2 年 3 月）、（一財）資産評価システム研究センター、
p.61 掲載の図より作成。原資料は総務省『固定資産の価格等の概要調書 (土地 都道府県別表)』








































　【土地 A】　　評価替えの前年度の評価額 9000万円（公示地価の 7割）、
　　　　　　　　課税標準額 6000万円
　　　　　　　　評価替えによる新評価額 1億円（公示地価の 7割）
　【土地 B】　　評価替えの前年度の評価額 1億円（公示地価の 7割）、
　　　　　　　　課税標準額 7000万円
　　　　　　　　評価替えによる新評価額 9000万円（公示地価の 7割）
土地 Aは公示地価の上昇に応じて評価額が 9000万円から 1億円に上昇し、
土地 Bは公示地価の下落を反映して評価額が 1億円から 9000万円に下がった。
しかし、土地Aは負担水準（前年度課税標準額／当該年度評価額）が 60%（=6000
万円／ 1億円）なので、課税標準額は前年度の 6000万円のまま据え置かれる。














9) 自由民主党・公明党「平成 30 年度税制改正大綱」（平成 29 年 12 月 14 日）、pp.11-12。
https://jimin.jp-east-2.storage.api.nifcloud.com/pdf/news/policy/136400 1.pdf





















































10) 全国市長会「令和 2 年度都市税制改正に関する意見」（令和元年 10 月）、p.6。
www.mayors.or.jp/p action/documents/5zeiseikaisei iken mR1 2.pdf（2020 年 3 月
10 日閲覧）
11) 全国町村会「令和 2 年度政府予算編成及び施策に関する要望」（令和元年 7 月 2 日）、p.18。
https://www.zck.or.jp/uploaded/attachment/3275.pdf（2020 年 3 月 10 日閲覧）
12) 指定都市市長会「令和 2 年度税制改正要望事項」（令和元年 10 月）、p.16。
http://www.siteitosi.jp/activity/pdf/r01 10 18 01 siryo/r01 10 17 02 kaiseijikou.pdf
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以上より、負担調整措置の本来の目的、負担の均衡化による課税の公平の実
現という趣旨に照らし合わせ、商業地等に係る据置特例は廃止し、負担水準の
収斂目標は 70%とすべきである。なお、ここで 60%ではなく 70%とするのは
市町村の税収確保の視点からである。
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